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はじめに 

 

  近年における情報通信技術の進歩や学術情報システムの進展及び世界的な情報ネットワ

ークの出現・普及という状況を背景として，研究者等が必要とする学術情報を的確・迅速

に提供し，また，研究の成果を国内外に広く発信するための体制を整備・充実すること

は，学術研究の基盤に係わる重要な課題として，強く認識されるに至っている。平成４年

７月の本審議会答申「２１世紀を展望した学術研究の総合的推進方策について」において

も，学術研究基盤整備の重要項目の一つとして，学術研究情報流通体制の整備を取り上

げ，学術研究情報ネットワークの高度化・国際化，大学図書館の機能強化，及びデータベ

ースの充実等の必要性を指摘している。 

  学術研究情報流通体制の整備に関して，大学図書館の機能強化の緊要性が特に強調され

るのは，大学図書館が学術研究情報の主要な生産拠点である大学の活動を支える基盤的施

設であり，学術情報の集積機能と発信機能双方において，それが果たすべき役割が極めて

大きいからに他ならない。上記の答申が，「大学図書館は，一次情報の収集・提供等によ

り情報サービスを行う機関として重要な役割を果たしているが，情報化等の新しい二ーズ

の高まりに対応し，その広範な情報資源の有効利用を進めていくため，今後は，キャンパ

ス情報ネットワーク（学内ＬＡＮ）における情報提供の中核としての図書館及び大学図書

館間協力の一層の促進という考え方を基本に，その機能の強化に努める必要がある。」と

している所以もここにある。 

  この答申はさらに，こうした大学図書館の機能強化方策の一つとして電子図書館につい

て触れ，これに向けての試みを積極的に推進すべきであると提言しているが，その後今日

までの４年間に，事態は一層の進展を見た。大学図書館は，学内・大学間の情報流通の中

核的存在としての機能を越えて，国内・国外の知的生産活動全体にとって重要な役割を果

たすべきであり，また果たしうるものへと変貌をとげつつある。すなわち，学術情報ネッ

トワークの高度化及び学内ＬＡＮの整備等，情報通信基盤が急速に整備される中で，大学

図書館は単に大学の学術研究や教育活動に対するサービス機関にとどまらず，広く人類全

体の知的営為に貢献するものとしての機能を期待され，またそれにこたえる性格のものへ

と歩みはじめてきたのである。 

  このような現時点において緊要なことは，上述のように整備された学術情報ネットワー

クの結節点としての各大学図書館がもつ機能の飛躍的向上であることは言うまでもない。 

  高度化されたネットワークを有効に活かし，またそのネットワークのさらなる高度化を

促すものは，個々の大学図書館そのものの高度化に他ならないからである。その意味にお

いて，上記答申が試行の推進を提言した電子図書館化が，今や大学図書館全体にとっての

現実の課題となっていると言わなければならない。また，Ｇ７共同プロジェクトの発足や

欧米諸国における先導的プロジェクトの展開などを見れば，電子図書館化は国際的な観点

からも緊要の課題となっていることは明らかである。 



  このような状況にかんがみ，本審議会は，大学図書館に電子図書館的機能を整備してい

くことが急務の課題と考え，その整備に当たっての基本的考え方及び必要な方策等につい

て検討を重ね，ここに建議として取りまとめた。 

 

  



１．大学図書館における電子図書館的機能の整備の必要性 

 

  ここに電子図書館とは，「電子的情報資料を収集・作成・整理・保存し，ネットワーク

を  介して提供するとともに，外部の情報資源へのアクセスを可能とする機能をもつも

の」を指すが，言うまでもなく，これにより，利用者は基本的に図書館に出向くことな

く，的確・迅速かつ時間に制約されずにサービスを受けることができる。 

  大学図書館が，このような新たな機能を備えなければならないのは，以下のような理由

による。 

    （１）情報ニーズの増大と多様化 

大学は，学術研究と教育という本来の機能の一層の充実強化が求められるととも

に，生涯学習や地域に対する支援という新たな使命をも担うようになっており，こ

れらのための情報ニーズに的確にこたえることが求められている。このため，学内

にあって，これまで学術情報の集積機能と発信機能とを主に担ってきた大学図書館

が中心となって，他の情報関連施設と連携協力しつつ，増大・多様化する情報ニー

ズに対応するべく，電子図書館的機能を果たしていく必要がある。 

 

    （２）電子的情報資料の増大 

現在，ＣＤ－ＲＯＭ等のパッケージ型の情報資料や，ネットワークを介して提供

されるネットワーク型の情報資料など，数多くの電子的情報資料が出現してきてお

り，これらは今後一層普及していくものと予想される。また，画像や音声等を含む

マルチメディア情報が統合的に扱えるようになったこと等から，電子的情報資料の

研究・教育上の価値も高まりつつある。大学図書館は，これら電子的情報資料への

要求に適切にこたえて，それらを収集・作成・整理・保存し，また，ネットワーク

を介して提供するとともに，外部の情報資源へのアクセスを可能とするという，新

たなサービスを展開しなければならない。 

 

    （３）資料保存機能の向上 

酸性紙等に起因する資料の劣化など，資料保存の問題は大学図書館においても大

きな問題となっており，適切な対応が求められている。この点から資料の電子化は

極めて有効な方策の一つと考えられる。大学図書館は，これまで収集してきた所蔵

資料，とりわけ貴重資料や利用頻度の高い資料の保存機能を向上させるために従来

から試みられてきた脱酸処理や保存環境の整備等に加えて，資料の電子化を促進す

る必要がある。 

 

    （４）資料の有効利用 



大学図書館に蓄積・保存されてきた資料の有効利用を図ることは言うまでもなく

重要であり，この点においても資料を電子化し，ネットワークを介して利用者に提

供することが最も効果的かつ効率的と考えられる。貴重資料や特殊コレクション等

をはじめ大学図書館が所蔵する資料の共同利用を促進する観点から，また，海外へ

の情報発信という側面からも，大学図書館は所蔵資料を電子化し有効利用を図る必

要がある。 

 

    （５）情報検索機能の向上 

現在，組織あるいは個人による，インターネットを利用した様々な情報発信が行

われるようになっている。このようなネットワークに発信される情報量の急速な増

加に伴って，研究者等の情報収集・検索機能の向上に対する要求も増大すると予想

されるが，一方，これら大量のネットワーク上の情報の中から，必要なものを効率

的に検索するための方策や手法等は，いまだ十分に整備されていないのが現状であ

る。大学図書館はこうした要求に適切にこたえるべく，図書館職員による利用者へ

の直接支援を含めて，情報検索支援機能を強化する必要がある。ここには，情報資

源に対する強力な検索システムや適切な情報源に利用者を導くためのナビゲーショ

ン・システム等の整備が含まれる。 

 

    （６）情報発信活動の支援 

学術研究情報の流通形態と流通経路の変化を受けて，今後，研究者が自らの研究

成果等を電子媒体により公刊する機会は増えるものと予想される。電子化により，

迅速な公開と国際的な発信・流通が容易になることが，この状況を牽引しつつあ

る。また，大学での全般的な情報化が進行するにつれて，学内の諸組織において，

教育研究情報等を経常的に電子化することが進むものと予想され，例えば，教育方

法等の見直しの中で，教材その他の教育支援資料の多くも電子化されていくと見ら

れる。これら多様な動きが存在する中で，大学における情報資料の電子化が円滑か

つ整合的に進められるよう，大学図書館には，学内関連施設との協力の下に，電子

化資料の作成・編集等を支援して，大学の情報発信活動全般を助長することが求め

られている。 

 

  



２． 電子図書館的機能の整備の基本的考え方 

 

  電子図書館的機能を整備することは，その具体的内容，程度に差こそあれ，すべての大

学図書館において重要である。 

  その整備に当たっては，以下のような基本的考え方をとるべきであるが，その際，大学

図書館において従来から収集・蓄積してきた図書や雑誌等の紙媒体資料の収集・保存及び

提供は，大学図書館の基本的な機能として，今後とも継統・向上していくことが必要であ

り，この現有機能との調和を図りつつ大学図書館の総体的な機能強化を目指して推進され

るべきものであることに留意しなければならない。 

 

    （１）整備のためのビジョン策定 

各大学の理念，目的，学部構成などを考慮しつつ，各大学の特色やニーズに応じ

て，適切なビジョンを策定することが重要である。また，各大学図書館の実情等に

応じて，段階的・継続的に整備することが適当である。 

 

    （２）学内関連組織との連携協力の推進 

全学的な見地に立って，大学の情報集積・発信機能全体を充実・高度化させるよ

う，学内の情報処理関連施設，教育関連組織等との連携の上に，国際化への対応も

意識して，大学図書館を中核とする柔軟な枠組みを形成することが重要である。 

 

    （３）大学図書館間の連携・協力の強化及び相互運用性の確保 

各大学図書館の保有する電子化された資料をネットワークを介して相互に検索

し，個々の利用者に提供できるようにすることが重要である。また，所蔵資料の電

子化に当たっては，電子化の方式，作業の分担等に関して，相互に調整することが

不可欠である。このため，大学図書館間の連携・協力を強化し，各システム間のネ

ットワーク化を推進することが，従来にも増して必要となる。その際，システムの

相互運用性の確保について十分に留意しなければならない。 

 

    （４）教育活動への配慮 

カリキュラムや教育上のニーズを反映した情報資料の収集，電子化など，大学の

教育活動に即した電子図書館的機能の整備が必要である。このためには，十分な利

用者支援機能を備えたシステムを構築する必要があり，また，これは教材・シラバ

ス・講義録等，学内の教育資源を管理するシステムと有機的な結合を図れるもので

あることが望ましい。 

 

    （５）著作権の保護，セキユリティの確保及ぴプライバシーの保護 



電子図書館的サービスにおいては，著作物の利用が前提となるので，当該著作物

の利用に当たっては，適切な著作権処理を行うなど，著作の保護について十分配慮

する必要がある。また，電子図書館的サービスにおいては，ネットワークを介した

アクセスが常態となるため，システムのセキュリティの確保及び利用者のプライバ

シーの保護に十分留意する必要がある。なお，資料の電子化に当たっては，学内の

みならず，学外への提供も視野に入れる必要があり，このために資料に付随するプ

ライバシーの保護にも十分留意しなければならない。 

 

  



３． 電子図書館的機能の整備の方策 

 

    （１）資料の電子化の推進 

          １）目録情報の遡及入力の促進 

         現在，全国の大学図書館には約２億冊の図書が所蔵されているが，このうち

目録所在情報が学術情報センターのデータベースに集積されているのは約１割

程度である。目録所在情報は，所蔵資料の電子化のための基礎となるものであ

り，したがって，目録所在情報の遡及入力はさらに促進されるべきである。 

 

          ２）資料電子化の段階的・継続的な取組 

         電子的情報資料の収集及ぴ所蔵資料の電子化は，それぞれの大学の実情に

応じて，段階的・継続的に進めることが適当である。特に資料の電子化につい

ては，利用頻度の高いもの，あるいは貴重資料や特殊なコレクション等から順

次着手するなど，段階的かつ継続的な取組が求められる。 

 

          ３）資料電子化の効率的な実施 

資料の電子化に当たっては，その対象資料や電子化の方式等について，大学

図書館間で十分な連絡・調整を行い，電子化作業の重複を避けることが肝要で

ある。そのためには，例えば資料を電子化したことがわかる総合目録データベ

ースなどを構築することが重要である。 

また，従来の外国雑誌センターの整備方式と同様に，各分野ごとに重点的に

資料の電子化を行う大学図書館を指定し，そこで中心的に実施していく方式な

ど，資料電子化の効率的な実施方式について，全国的な見地から検討を進める

必要がある。 

 

          ４）電子化資料作成の支援 

学内研究者による研究成果等の電子出版化を支援・促進する機能も重要であ

り，そのためには，電子化が情報作成者のメリットともなるような仕組みを検

討する必要がある。例えば，ＳＧＭＬ等の標準的データ記述方式を援用して，

論文等の電子的執筆，公刊，データベース化などの過程を支援することによ

り，効率的な文書作成と良好なサーキュレーションが同時に確保されるような

体制を整備することが考えられる。 

 

    （２）施設・設備の整備 

電子図書館的機能の充実には，高性能なコンピュータシステム等をはじめ，資料

を電子化・入力するシステム，大容量の蓄積システム，高機能な検索システム等の



設備の整備は不可欠である。また，多数の利用者による同時アクセスとマルチメデ

ィア情報など，大量データの良好な流通を可能とするために高速ネットワーク関連

の設備の充実も不可欠である。さらに，今後，動画やマルチメディア関係の情報が

増大するため，その関連機器の充実も重要である。 

来館利用者向けの閲覧関連施設についても，学生等が電子的情報資料と印刷資料

を同時に使いながら，レポートを電子的に作成するというような新たな利用形態に

こたえるため，ネットワーク接続されたパソコン等の情報機器を閲覧室に相当台数

配置するなど，施設・設備の充実が必要である。 

 

    （３）研究開発の推進 

資料の効率的な電子化や良好な利用者インタフェースなどを念頭に，将来的にも

基本的な相互運用性が確保されるよう配慮しつつ，各大学において最適なシステム

の構成を検討し，必要に応じて，このための研究開発を推進するべきである。 

電子図書館システムについては，ネットワーク上に分散する各種情報資源を容易

に検索できるシステムや，複数サーバが協調を図りつつ情報を提供するシステム，

知的インタフェース等，多くの技術的課題があり，学術情報センターにおける電子

図書館システムの研究開発を推進することにより，各大学の電子図書館システムと

の連携や分散処理環境の整備を目指すほか，科学研究費補助金等による重点的な研

究助成により，これら研究開発を促進することも有効であろう。 

 

    （４）組織体制の整備 

各大学において，電子図書館的機能整備のビジョンを策定し，その実現を図るに

は，大学図書館と学内の情報関連施設等との間で，緊密かつ柔軟な関係を構築する

必要がある。 

大学図書館は，現行業務を可能な限り自動化するなど，業務の効率化を一層進め

つつ，電子図書館的機能に適応する新たな組織の確立等，体制的な整備を進めてい

くことが必要である。また，電子図書館的機能の全国的な連携を技術面・システム

面で支援するため，学術情報センターの体制の整備を図ることも重要である。 

あわせて，各大学図書館に適した電子図書館システムの構築に向けて，研究者や

図書館職員，情報処理関連施設の職員等による学内的研究開発体制を形成すること

も重要である。 

 

    （５）図書館職員の研修の充実 

図書館職員は，従来の図書館業務にとどまらず，新たな電子図書館的機能に即し

た業務にも対応することが求められる。すなわち，情報処理技術や新しいメディア

及び著作権に関する知識を習得し，電子図書館的機能に係わる研究開発にも積極的



に参画していかなければならない。このために，学術情報センター等で行っている

図書館職員に対する各種研修事業は一層充実されるべきである。 

 

    （６）情報リテラシー教育への支援 

近年，各大学においてカリキュラムの見直しが進められ，それに併せて，授業方

法の改善についても多様な試みがなされている。マルチメディアを含む電子化され

た教材の作成・利用等は，その有効な方策の一つとして，今後とも進展するものと

みられる。また，電子的情報資料の有効利用を含めた，情報リテラシー（情報利活

用能力）教育の重要性も認識されてきており，こうした情報リテラシーを前提とし

た，学生の自主的な学習活動も推奨されている。大学図書館は，これら電子的教材

作成，情報リテラシー教育及び学生の自主学習等に対する支援において，その一翼

を担うことが求められている。 

特に，学生向けの利用者教育は，情報リテラシー教育の一環として，大学図書館

の協力の下に，全学的に取り組むことができるよう，教育体制の整備が必要であ

る。 

 

    （７）著作権への対応 

情報資料の電子化やネットワークを介した送信など電子図書館的機能の整備にお

ける著作物の利用については，使用条件，使用料，支払い方法などについて著作権

者との間であらかじめ協議を進めることが必要である。 

電子図書館的機能に係る著作権の処理については，学術情報センターや奈良先端

科学技術大学院大学で進行中の電子図書館プロジェクトにおける対応事例を参考と

しつつ，各大学図書館が著作権者との間で個別に適切な処理を行っていくことが必

要であるが，将来は著作権の集中的処理を行うことについて検討することが望まし

いと考えられる。 

 

  



４．  電子図書館プロジェクトの推進等 

 

  現在，学術情報センターにおける電子図書館システムの研究開発と事業化計画や，奈良

先端科学技術大学院大学でのモデル的電子図書館の構築が進められている。今後，文部省

は，これらの取組を継続して推進するとともに，大学図書館における電子図書館的機能の

整備・充実の参考となるような，各大学の特色を活かした先導的なプロジェクトを積極的

に奨励・支援し，大学の図書館に電子図書館的機能の整備・充実を進めることが重要であ

る。 

  国内では，大学図書館以外においても，国立国会図書館関西館（仮称）構想をはじめと

する，さまざまな電子図書館への取組が進められており，また，国際的には，Ｇ７共同プ

ロジェクトの一つとして，電子図書館の構築がとりあげられている。文部省は，これらと

密接な連携を図りながら，大学図書館における電子図書館的機能の整備・充実に努めるこ

とが重要である。 

 

  



 
（附属資料１）  

学術審議会（第１４期）委員名簿 

（任期：平成６年２月１６日－平成８年２月１５日） 

 

 有馬朗人 理化学研究所理事長 

 石井紫郎 国際日本文化研究センター教授 

 伊藤正男 日本学術会議会長 

 猪瀬博  学術情報センター所長 

 井村裕夫 京都大学長 

 大崎仁  日本学術振興会理事長 

 太田朋子 国立遺伝学研究所教授 

 岡田善雄 財団法人千里ライフサイエンス振興財団理事長 

 奥島孝康 早稲田大学総長 

 嘉治元郎 放送大学副学長 

 河合隼雄 国際日本文化研究センター所長 

 志村令郎 京都大学教授（理学部） 

 鈴木昭憲 東京大学副学長（農学部教授） 

 高久史麿 国立国際医療センター総長 

（副会長） 天満美智子 津田塾大学長 

 豊島久真男 大阪府立成人病センター総長 

 鳥井弘之 株式会社日本経済新聞社論説委員 

 長倉三郎 神奈川科学技術アカデミー理事長 

 西川哲治 東京理科大学長 

 野島庄七 東京大学名誉教授 

（会長） 福井謙一 財団法人基礎科学研究所所長 



 藤井直樹 株式会社サンシャインシティ社長 

 増本健 東北大学教授 

 三田勝茂 株式会社日立製作所会長 

 山本欣子 財団法人日本情報処理開発協会顧問 

 吉川弘之 東京大学長 

 

（平成８年２月１日現在) 

 

  



 

（附属資料２）  

学術審議会（第１５期）委員名簿 

（任期：平成８年２月１６日－平成１０年２月１５日） 

 

 阿部謹也 一橋大学長 

 有馬朗人 理化学研究所理事長 

 石井紫郎 国際日本文化研究センター教授 

 伊藤正男 日本学術会議会長 

（会長） 猪瀬博 学術情報センター所長 

 井村裕夫 京都大学長 

 宇井理生 東京都臨床学総合研究所所長 

 江崎玲於奈 筑波大学長 

 大崎仁 日本学術振興会理事長 

 奥島孝康 早稲田大学総長 

 河合隼雄 国際日本文化研究センター所長 

 志村令郎 生物分子工学研究所所長 

 鈴木昭憲 東京大学副学長（農学部教授） 

 高久史麿 自治医科大学長 

（副会長） 天満美智子 津田塾大学長 

 豊島久真男 大阪府立成人病センター総長 

 鳥井弘之 株式会社日本経済新聞社論説委員 

 中村桂子 生命誌研究館副館長 

 西川哲治 東京理科大学長 

 野依良治 名古屋大学教授（大学院理学研究科） 

 原田（太田）朋子 国立遺伝学研究所教授 



 増本健 財団法人電気磁気材料研究所長 

 水野繁 日本たばこ産業株式会社相談役 

 三田勝茂 株式会社日立製作所取締役会長 

 山本明夫 早稲田大学教授（大学院理工学研究科） 

 山本欣子 財団法人日本情報処理開発協会顧問 

 吉川弘之 東京大学長 

 

（平成８年７月１日現在) 

 

  



 

（附属資料３）  

学術審議会学術資料分科会学術情報部会（第１４期）名簿 

（任期：平成６年２月１６日－平成８年２月１５日） 

 

・委員 

（部会長） 猪瀬博 学術情報センター所長 

 石井紫郎 国際日本文化研究センター教授 

 嘉治元郎 放送大学副学長 

 長倉三郎 財団法人神奈川科学技術アカデミー理事長 

 山本欣子 財団法人日本情報処理開発協会顧問 

・専門委員   

 青木利晴 日本電信電話株式会社取締役・通信網総合研究所長 

 坂内正夫 東京大学教授（生産技術研究所） 

 山口正恆 千葉大学総合情報処理センター長 

 長谷川利治 京都大学大型計算機センター長 

 戸高敏之 同志社大学工学部長 

   ◎ 根岸正光 学術情報センター教授（研究動向調査研究係） 

 細矢治夫 お茶の水女子大学情報処理センター長 

 松方純 学術情報センター助教授（システム研究系） 

   ○ 松村多美子 図書館情報大学教授（図書館情報学部） 

 北原保雄 筑波大学附属図書館長 

 森瑞穂 東京理科大学情報処理センター長 

◎印は、電子図書館ワーキンググループ主査 

○印は、電子図書館ワーキンググループ専門委員 



（平成８年２月１５日現在） 

・電子図書館ワーキンググループ専門委員 

 安達淳 学術情報センター教授（システム研究系） 

 大滝則忠 国立国会図書館総務部副部長 

 千原國宏 奈良先端科学技術大学院大学教授（情報科学研究科） 

 原田勝 図書館情報大学教授（図書館情報学部） 

 細野公男 慶応義塾大学教授（文学部） 

・電子図書館ワーキンググループ協力者 

 近藤禧禔男 東京大学附属図書館事務部長 

 牧村政史 浜松医科大学教務部図書課長 

（平成７年１１月１５日現在） 

 

 

  



 

（附属資料４）  

学術審議会学術資料分科会学術情報部会（第１５期）名簿 

（任期：平成８年２月１６日－平成１０年２月１５日） 

 

・委員 

（部会長） 増本健 財団法人電気磁気材料研究所長 

 阿部謹也 一橋大学長 

 石井紫郎 国際日本文化研究センター教授 

 山本明夫 早稲田大学教授（大学院理工学研究科） 

 山本欣子 財団法人日本情報処理開発協会顧問 

・専門委員   

 青木利晴 日本電信電話株式会社取締役・通信網総合研究所長 

 川添良幸 東北大学教授（金属材料研究所） 

 北原保雄 筑波大学附属図書館長 

 坂内正夫 東京大学教授（生産技術研究所） 

 戸高敏之 同志社大学工学部長 

 根岸正光 学術情報センター教授（研究動向調査研究係） 

 細矢治夫 お茶の水女子大学情報処理センター長 

 松村多美子 図書館情報大学教授（図書館情報学部） 

 宮原秀夫 大阪大学大型計算機センター長 

 森瑞穂 東京理科大学情報処理センター長 

 安永尚志 国文学研究資料館教授（研究情報部） 

 山崎一生 新潟大学総合情報処理センター長 

 渡瀬芳行 高エネルギー物理学研究所データ処理センター長 



 原田勝 図書館情報大学教授（図書館情報学部） 

 細野公男 慶応義塾大学教授（文学部） 

（平成８年７月１日現在） 

 

 

  



 

（附属資料５）  

学術情報資料分科会学術情報部会における審議経過 

 

（第１４期） 

 

    第４回部会  平成６年１０月６日（木） 

      ・  電子図書館ワークンググループの設置について了承 

 

    第５回部会  平成６年１１月２２日（火） 

      ・  電子図書館ワーキンググループの審議状況について報告 

 

    第６回部会  平成７年２月２日（木） 

      ・  私立大学における情報化の取組事例について報告 

 

    第７回部会  平成７年６月１５日（木） 

      ・  電子図書館ワーキンググループ審議まとめ骨子について報告 

 

    第８回部会  平成７年１１月１日（水） 

      ・  電子図書館ワーキンググループ審議まとめ案について報告 

 

    第９回部会  平成７年１２月１９日（火） 

      ・  電子図書館ワーキンググループの審議のまとめについて報告を受け、次期 

（１５期）において引き続き審議を重ね、最終的には建議とする方向で了承 

 

（第１５期） 

 

    第１回部会  平成８年３月２７日（水） 

      ・  「大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について（審議状況報 

告）」について自由討議 

 

    第２回部会  平成８年４月２４日（水） 

      ・  「大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について（案）」につい 

て討議 

 



    第３回部会  平成８年５月１３日（月） 

      ・  「大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について（案）」につい 

て討議 

 

    第４回部会  平成８年６月１８日（火） 

      ・  「大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について（案）」につい 

て討議し、この建議案を学術情報資料分科会に提出することを了承 

     

（電子図書館ワーキンググループ） 

 

    第１回  平成６年１１月１８日（金） 

      （１）電子図書館ワーキンググループの検討事項について検討及びまとめ 

      （２）電子図書館の意義、機能、設備について自由討議 

 

    第２回  平成７年１月２５日（水） 

      （１）電子図書館の意義、機能、設備について自由討議 

      （２）電子図書館の設備・運用上の課題について自由討議 

 

    第３回  平成７年３月７日（火） 

      （１）大学図書館における電子図書館的機能の整備・運用上の留意点について自由 

討議 

      （２）奈良先端科学技術大学院大学における電子図書館の計画について報告 

 

    第４回  平成７年４月２４日（月） 

      （１）電子図書館ワーキンググループ審議まとめ骨子（案）について検討 

      （２）欧米における電子図書館への取組について報告 

 

    第５回  平成７年５月２２日（月） 

      （１）電子図書館ワーキンググループ審議まとめ骨子（案）について検討、了承 

      （２）国立大学附属図書館における電子図書館化への取組事例について報告 

 

    第６回  平成７年１０月２５日（水） 

      ・  電子図書館ワーキンググループ審議まとめ（案）について検討 

 

    第７回  平成７年１１月１５日（水） 

      ・  電子図書館電子図書館ワーキンググループ審議まとめ（案）について検討、了承 



（参考資料１）蔵書における推移 

 

 

  



 

（参考資料２）  

国内における電子図書館関係研究開発等の事例 

 

    １．学術情報センター    ＮＡＣＳＩＳ－ＥＬＳ 

情報処理学会など２６学会の学術雑誌を対象とした一次文献の画像データベー

スを使い、従来のドキュメントデリバリー・システムと文献検索システムを統合

したものをインターネットのＳＩＮＥＴ上で提供。現在、利用モニターによる試

行サービス実施中。 

ＡＴＭネットワークも実験的に利用。平成９年４月からサービス開始予定。 

 

    ２．奈良先端科学技術大学院大学    電子図書館 

大学院大学としての特性、研究科構成を考慮。 

「資料の種別を問わないメディアセンター」、「居ながら図書館」、「２４時

間図書館」機能。資料は媒体を問わず全てデジタル化。 

学内ネットワークに接続された個人用ワークステーションにより利用可能。 

外部ネットワークの活用、研究開発事業も行う。 

平成８年度から運用を開始した。 

 

    ３．国立大学附属図書館の例 

       ・北海道大学 

（ア）北海道大学が所蔵する一部の学術資料の全文（環日本海・ユーラシア大 

陸北東部・北太平洋沿岸地域などの北方資料を中心とする）及び同大学が創出

した研究論文（紀要、学位論文など）の全文をマルチメディア・データベース

化し、広く学内外に提供する、学内オンライン・ドキュメント・デリバリサー

ビスを提供する、 

        （イ）要望の強い学術文献データベースを充実・強化する、などを柱とする新

たな電子図書館化計画を推進中。 

          その他、「附属図書館総合情報サービス」として、ＷＷＷを利用し学術文献

データベースを学内に、ＯＰＡＣや図書館利用案内などを学内外に２４時間提

供中。 

 

      ・東北大学 

          ＣＤ－ＲＯＭ二次資料データベース、ＯＰＡＣの検索をＷＷＷなどにより提供

中。 



          図書館利用案内などをＷＷＷによりインターネットへ提供中。 

          貴重図書を電子化（イメージ化、テキスト化）し、ＷＷＷによりインターネッ

トへの提供を検討。 

学生が研究、学習に必要な情報を得るための支援環境としてパソコン・ラボラ

トリを設置し、ＷＷＷブラウザ、ワードプロセッサソフト、表計算ソフトを整

備。 

 

      ・図書館情報大学 

           シラバス、講義録、図書館資料などを電子化し、大学の共有マルチメディ

ア・データベース化により、教育システムと図書館システムとの連携を図り、

学内情報源の有機的な統合化を実現する「開放型マルチメディア電子キャンパ

ス・プロジェクト」を開始。 

           著作権などの問題のない情報については、ＷＷＷなどの活用により、学外へ

の提供も考慮。 

          図書館のホームページでは、図書館利用案内やＯＰＡＣ、図書館報、研究報

告目次などを学内外に提供。 

 

      ・筑波大学 

           Elsevier 社やＩＳＩ社の学術雑誌目次速報、ＡＤＯＮＩＳ学術雑誌原文情報

などＣＤ－ＲＯＭ学術文献情報を学内ＬＡＮで提供。 

           古典資料の電子展示、筑波大学紀要目次速報、新着図書リスト、予約雑誌目

録、図書館利用案内などをＷＷＷにより学内外に提供。 

           筑波大学所蔵の貴重図書の画像データベース化、及び旧東京教育大学図書目

録の遡及入力によるデータベース化を推進中。 

           今後は、貴重図書に加え筑波大学で生産された学術的価値の高いオリジナル

情報（筑波大学紀要、学位論文、ＴＡＲＡ研究成果、特別プロジェクト研究成

果、科学研究費研究成果など）の全文データベース化を図るとともに、ＯＰＡ

Ｃなどと相互参照のリンクを張り、国内はもとより全世界に向け情報発信する

予定。 

 

      ・千葉大学 

「千葉大学附属図書館情報システム（ＣＵＬＩＳ）」として、図書館利用案

内、図書館報、ＯＰＡＣ、図書館発行の冊子類の電子版、コレクションの解題

目録などをＷＷＷにより提供中。 



  今後は、学内発行紀要類の目次情報の提供、新着図書の案内などを行う予

定。また、マルチメディア・オン・デマンド・システムによる原情報、教材な

どの配信システムを計画中。 

 

      ・東京大学 

  ＷＷＷホームページ「附属図書館マルチメディア広報」により、図書館ニュ

ース、マルチメディア展示会、ＯＰＡＣ、ＣＤ－ＲＯＭデータベース、利用案

内などを提供中。 

  東京大学所蔵の日本関係の貴重図書を電子化し、インターネットを介して全

世界に提供する「附属図書館の電子化」を推進中。 

  ジュネーブのＷＨＯ（世界保健機関）のミラーサーバによる全世界へのサー

ビスの実施について、計画中。 

 

      ・東京工業大学 

  テクニカルペーパーの目次情報を電子化し、ＯＰＡＣや利用案内などととも

にＷＷＷにより提供中。また、ドキュメントデリバリシステム（Ａｒｉｅｌ）

を試行中。 

  今後は、二次情報データベース、ＯＰＡＣ、ドキュメントデリバリシステム

を統合し、情報検索から文献入手までを研究者の手元の端末から行える理工系

のドキュメントデリバリセンターを目指す。 

 

      ・長岡科学技術大学 

 

ＷＷＷによりＯＰＡＣ、外国雑誌目次データベース、Library Current News        

（速報版）、長岡技術科学大学紀要の、目次情報などを提供中。インターネッ

トによる外国雑誌目次データベースの対高等専門学校利用システムの構築、長

岡技術科学大学博士論文データベースの構築、ＷＷＷによる図書館利用案内シ

ステムの構築を予定。 

今後は長岡技術科学大学紀要類のデータベース化や理工系基本図書データベ

ースの構築について検討。 

 

      ・京都大学 

平成６年、電子図書館システム「Ａｒｉａｄｎｅ」で我が国初の電子展示を

実施。ＷＷＷによりＯＰＡＣ、図書館利用案内、附属図書館所蔵の維新特別資

料文庫の画像データベース、蔵経書院本（仏典と類縁典籍）目録データベース

を公開。また、学内ＬＡＮでＣＤ－ＲＯＭを提供中。 



今後は、重要文化財指定貴重書を画像データベース化し、インターネットで

公開予定。 

 

    ４．国立国会図書館    関西館（仮称）構想 

             平成６年１２月に国立国会図書館建築委員会から勧告。 

             平成１４年度に開館予定。 

             高度の情報技術を応用して文献の情報処理を行い、高速かつ簡便にその電

送を行うなどの施設として、本館（東京）と一体システム化し、文献情報の提

供、総合目録データベースの作成、外部ネットワークとの接続、電子出版物の

収集・利用提供体制の整備、従来型から電子媒体への変換などを促進。 

            紙媒体資料の遠隔配置問題、資料保存、電子納本も考慮。 

 

    ５．電子図書館研究会    Ａｒｉａｄｎｅ 

関西文化学術研究都市推進機構学術委員会の援助によるもので、平成４年

から富士通と共同開発。 

サーバは京都大学で、けいはんなプラザ、国立京都国際会館などをＡＴ

Ｍ、Ｂ－ＩＳＤＮにより接続。ＷＷＷを使用。 

各方式での図書・論文検索、読書支援が可能。  

 
  



（参考資料３）  

諸外国における電子図書館のプロジェクトの事例 

 

１．アメリカ 

 

  （１）議会図書館（Library of Congress） 

        ・National Digital Library Program: 

ＬＣをはじめとする主要な図書館の資料を電子化して、ネットワークで提供

する構想。２０００年までに５００万点の資料を電子化の予定。 

１９９５年５月に、このための連合体（National Digital Library 

Federation）が設立され、ＬＣのほか、ハーバード大学等１４の図書館が参

加。 

        ・National digital Library Center: 

１９９４年１０月、ＬＣ内に開設。 

２０００年までに、ＬＣの所蔵資料１００万点を電子化。ＷＷＷ等で公開。 

        ・American Memory Program: 

            ２０００年までに国立電子図書館の設立に向けて、ＬＣ所蔵の歴史的資料

（American Collections）の電子化を進める。 

 

  （２）Ｒｅｄ Ｓａｇｅ 

ＡＴ＆Ｔと約２０の出版社等の共同により、学術雑誌を画像データでフルテ

キストデータベース化し、大学図書館に提供。 

今後はＳＧＭＬによる取り込みに変更。 

 

  （３）ＴＵＬＩＰ 

Elsevier 社の材料科学分野の雑誌４３誌のページ画像によるフルテキストデ

ータベース。 

９大学図書館と協力しインターネットで２週間ごとに提供。 

将来は、ＳＧＭＬに移行。 

 

  （４）ＮＳＦ（National Science Foundation） 

１９９４年から４年計画で、電子図書館関連技術の研究開発を助成。カーネ                                                                                                                             

ギー・メロン大学、カリフォルニア大学（バークレー、サンタ・バーバラ）、

ミシガン大学、イリノイ大学、スタンフォード大学の６校の計画が採択され、

実施中。 



動画、音声等を含むマルチメディア資料をインターネット上で公開すること

を目指す。 

 

２．イギリス 

        デモントフォート大学 

          レスターおよびミルトンケインズなど分散キャンパス（８つ）のため、ネット

ワークを利用しての情報提供が目標。 

          新図書館を建築中で書架は置かずＰＣ約１０００台を設置する計画。 

        ・ＥＬＩＮＯＲ: 

            教育支援システム。ＩＢＭ、英国図書館との共同プロジェクト。 

            図書５３冊、講義ノート等授業関連資料のフルテキストデータベース化。 

            今後２７０冊程度に拡大の予定。 

        ・ＥＬＶＩＳ: 

            視覚障害者用の拡大表示、端末操作、音声をテスト。 

            Open University、ラフボロー大学との共同プロジェクト。 

        ・ＥＬＩＳＥ: 

            ＥＵのプロジェクト。画像データベースをＩＳＤＮで連結。 

            ビクトリア アルバート美術館、ポンピドゥー センターとの共同プロジェク

ト。 

        ・ＥＬＳＡ: 

            ＥＵの図書館プロジェクト。Jouve SI, Elsevier 社との共同プロジェクト。 

            ＳＧＭＬにアクセスするためのワークステーションの開発。 

 

３．フランス 

  （１）フランス国立図書館（Bibliotheque nationale de France） 

          １９９５年までに１０万冊を画像データにより電子化する構想。 

 

  （２）ポンピドゥー センター ＢＰＩ（Bibliotheque Publique d'information） 

          １９９４年１０月に画像データベースの対話型検索実験システム Semaphore 

を開発、公開。写真、芸術作品、写本などを電子化、ＩＳＤＮによりリヨンなど

３地域の図書館からも遠隔利用が可能。 

 

４．オランダ 

        ティルブルグ大学 

          人文社会科学系大学。図書館内に学生用として端末４００台以上。 

          ・ＥＡＳＥ: 



              Elsevier 社が出版する１０４誌の雑誌論文（１９９４年１月以降）のフル

テキストデータベース。 

          ・ＣＡＰＣＡＳ: 

              Elsevier 社の４２０誌の収録論文の書誌データと抄録（１９９３年以降）

によるカレントアウェアネスサービス。 

          ・ＰＩＣＡプロジェクト 

              オランダの１０大学図書館による共同電子化プロジェクト。 

              約１２，０００誌の論文、約２５万件の書誌事項と所在情報のデータベー

ス。現在、ドキュメントデリバリーへ展開するためのソフトウェアを開発

中。 

          ・オンラインコンテンツデータベース 

              図書館で購入する１，８００誌の論文に抄録を作成してデータベース化。 

 

  



（参考資料４）  

Ｇ７共同プロジェクトにおける電子図書館プロジェクトの概要 

 

○  平成７年２月にブラッセルで開催された情報社会に関する関係閣僚会合において、 

     （１）グローバルな情報社会の共通ビジョン実現のための８原則 

     （２）１１テーマ別共同プロジェクト 

  を含む議長総括（Chair's Conclusion）が採択され、１１共同プロジェクトのうち、電

子図書館プロジェクトについては、日本とフランスが共同リード国となることとされ

た。 

 

  （プロジェクトの概要） 

      ・既存の事業により、ネットワークを介して提供される人類の英知のコレクション

を構築するとともに、グローバルな電子図書館システムの構築に向けた国際的協

力を促進する。 

      ・図書館機能を強化し、国際レベルにおける書誌情報及び情報内容（文字、動画

像、静止画像、音声を統合したもの及びビデオ情報）の利用性を改善する。 

      ・統合されたディジタル化技術が長期保存及び言語的側面を含めて資料への迅速で

容易なアクセスを可能にすることを実証する。 

 

○  電子図書館プロジェクトの第１回会合が平成７年５月にパリ（国立図書館）で開催さ

れ、プロジェクトの進め方についてＧ７各国の担当者レベルでの検討が行われた。 

 

  （合意事項） 

      ・Ｇ７以外の国のプロジェクトへの参加は、希望するいかなる国についても認め

る。 

      ・ＷＷＷに本プロジェクトの最新の考え方や討議の結果を紹介するサーバを仏文化

省が設置する予定。 

      ・他言語に対応する検索方法や電子図書館利用者から見えるデータベース構造の標

準化の開発の必要性の認識。 

      ・今後の本プロジェクトの進め方については、日本及びフランスの関係省庁が事務

局となることとなった。 

 

○  平成７年１１月２８日にカナダのバンクーバーでナショナルコーディネーター会合が

開催された。 



    ハリファックスサミット以降の各プロジェクトの進捗状況が報告された。（日本のナ

ショナルコーディネーターは外務省） 


